






          男性育児休業取得者の声

　男性の育児休業取得については、まだ
社内でほとんど前例がなかったことや、繁
忙時期だったこともあり職場に負担を掛
けてしまうことに迷いはありましたが、そ
の職場からの後押しもあり、2か月程取得
させてもらいました。
　育休中は毎日が目まぐるしく過ぎてい
き、必死だったこと以外に思い出がない2
か月間でした。
　ですが、家族や子どもと向き合えた時間
は本当に貴重で、取得させてもらったこと
に感謝しています。
　2022年からは法改正もありますので、
男性の育児休業取得がこれからますます
認知されていけば良いと思います。

丸運　広報・IR部
岡本将一

品質に関する方針
方針　品質の維持・向上を図ることにより、お客さまに満
足いただける、高い品質の物流サービスを提供します。

社会貢献活動に関する方針
丸運グループは、良き企業市民としての自覚を持ち、社会とともに歩み、積極的に社会貢献活動を推進することで
従業員の市民活動を支援し、持続可能な社会の発展に貢献します

顧客満足度の維持・向上

　丸運グループは、顧客満足度の維持・向上のために、お客さまに「顧客満足度
調査」のご協力をいただいています。顧客満足度調査の集計および分析結果
から、お客さまの声を理解するとともに、不満足を満足に変える対応と改善に
取り組んでいます。

貨物事故トラブルの削減

　丸運グループは、貨物事故トラブルの削減のために、主に以下の活動に取り
組んでいます。

品質マインドの定着と品質レベルの向上

　丸運グループは、品質マインドの定着と品質レベルの向上のために、主に以
下の活動に取り組んでいます。

重点活動 重点活動

�K��品質月間
毎年11月を「品質月間」とし、丸運グループ全員参加型の活動を行っています。

�K��品質スローガンの公募、ポスター掲示、品質宣言シールの貼り付け、
のぼり掲示

�K��品質に関するe-learningと品質クイズ
�K��品質講演会
�K��品質マネジメント研修
�K��業務改善発表会
�K��品質パトロールの実施

品質パトロールとして品質活動ガイドラインに
よる監査を行い、評価報告書による是正・改善
指導などに取り組んでいます。

次世代育成支援につながる活動

童話の花束
　丸運グループは、ENEOSグループが発行している「童話の花束」チャリ
ティー販売に協力し、毎年購入しています。その購入金額はすべて「ENEOS童
話基金」に組み入れられ、児童福祉施設などの子どもたちの自立支援に役立て
られています。（丸運グループの2020年度購入実績　2,285冊）

こども110番のいえ
　丸運グループは、犯罪などの被害に遭い、または遭いそうになって助けを求
めてきた子どもを保護し、警察への通報を行う「子どもを守るボランティア活
動」の一つとして「こども110番のいえ」に取り組んでいます。
　お子さまをお持ちの保護者や地域住民、事業の方々のご協力により、地域ぐ
るみで子どもを犯罪から守り、ご協力いただいているお宅や拠点には、目印と
してプレートが掲げられています。

（丸運グループの2021年9月実績　8拠点実施）

パラリンアート※

　丸運本社では、2017年度より障がい者アーティストの絵画展示と作品紹介をし
ています。今後も本取り組みを通じて、障がい者の社会参加と経済的自立に寄与し
ていきます。
※�「一般社団法人 障がい者自立支援機構」登録の障がい者が作成した絵画

地域に密着した活動

　地域に根差した社会貢献活動を通じて、地域とのコミュニケーションを行う
ことにより、地域社会との信頼関係構築に努めています。
　2020年度は、主に以下の活動に取り組みました。

社会貢献推進月間

　社会貢献活動の意識向上のために、毎年2月を「社会貢献推進月間」とし、
「次世代育成支援につながる活動」および「地域に密着した活動」を中心に、
丸運グループ全員参加型の活動を行っています。

�K��「報道写真掲示板」の設置
�K��交通安全活動（交差点での立哨活動）
�K��清掃活動

品質に関する方針
丸運グループは、品質の維持・向上を図ることにより、
お客さまに満足いただける、高い品質の物流サービスを
提供します

人権・人財に関する取り組み
丸運グループは、人権尊重を基本とし、多様な人財が能
力を発揮できるダイバーシティの推進と、多様な働き方
ができる環境の構築に取り組みます

人財育成プログラムの充実

　丸運は、「階層別研修」や「ビジネス・ヒューマンスキル研修」、「品質・安全研
修」を中心にさまざまな教育を行い、幅広い人財育成に取り組んでいます。
　また2020年度より、人権に関する研修へも取り組んでおり、ESG経営へ
の転換を機にさらなる充実を図っていきます。

健康経営の推進

　従業員の心身の健康維持増進により、日常生活の充実や組織の活性化に
資するべく、健康経営を推進しています。特に年次有給休暇については、半休
制度の導入およびアニバーサリー休暇などの年休奨励日の活用により、従業
員一人ひとりのワークライフバランスに合わせた年次有給休暇の取得奨励を
行っています。

重点活動 重点活動

�K��事故事例の水平展開
�K��なぜなぜ分析による原因分析と再発防止策の社内ポータル掲示
�K��事故トラブルの推移・傾向を分析し、拠点への注意を喚起
�K��四半期ごとの貨物事故一覧の発信と拠点掲示

VOICE

OFF

　2021年10月から、丸運東雲物流センターと丸運ロジスティクス関
東では、『社会貢献活動の基本は地域貢献から』を合言葉に、江東区
東雲2丁目の緑化活動に取り組んでいます。
　雑草除去による花壇の拡張や、花苗や木の植栽などを行い、地域の
環境美化を推進しています。

TOPICS

緑化活動（花壇再生など）の取り組み

整備前の様子 整備後の様子

西尾市教育委員会へ寄贈
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ガバナンスへの取り組み

基本的な考え方
�　丸運グループは、経営の透明性の向上および経営の監督機能の強化を図り、コーポ
レート・ガバナンスの実効性を高めることにより、持続的な成長と企業価値の向上に取
り組みます。

役員一覧（2021年6月24日現在）

丸運グループ最優先課題の長期目標
�　丸運グループ最優先課題については、以下の長期目標を設定しています。

最優先課題 長期目標

コンプライアンスの徹底 コンプライアンス研修を充実させることで
丸運グループ従業員のコンプライアンス意識を徹底する

G

社外取締役の選任理由

服部　　裕
　化学業界における経営層としての豊富な経験と知識
をもって、社外取締役として当社業務に対して的確な
監査、監督、助言をいただけるものと判断しました。

岡　　香里
　会社経営に関与した経験はありませんが、弁護士と
しての豊富な経験と高い見識をもって、社外取締役と
して当社業務に対して的確な監査、監督、助言をいた
だけるものと判断しました。

中澤　謙二
　会社経営に関与した経験はありませんが、石油業界
における豊富な経験と知識をもって、社外取締役とし
て当社業務に対して的確な監査、監督、助言をいただ
けるものと判断しました。

有野　一馬

　直接会社経営に関与した経験はありませんが、長く
国土交通省（旧運輸省）に勤務し、運輸分野や組織運
営に関する豊富な経験と知識をもって、社外取締役と
して当社業務に対して的確な監査、監督、助言をいた
だけるものと判断しました。
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今後の進め方
- �2030年度長期目標の達成を目指して、「ガバナンス委員会」を設置しました。
-「ガバナンス委員会」は、特定された以下の重要課題の解決に取り組みます。

- コーポレート・ガバナンス体制の強化
- 内部通報制度の充実
- ステークホルダーとの対話の充実

- コンプライアンスの徹底
- 危機管理体制の強化

取締役会および経営会議の役割・機能
　取締役を少数、かつその半数以上を他社出身者とし、広範な視点からの意
思決定を行えるよう機能を強化するとともに、独立社外取締役を2名以上選任
し、独立した観点から経営に対する監督を行う体制としています。
　定例の取締役会を原則として毎月1回、また、必要に応じて臨時に開催し、
重要事項の決定および業務執行状況の監督を行っています。社外取締役以外
の常勤の取締役は、取締役会の決定によって定める業務の執行に当たってい
ます。また、原則として毎月3回社長が議長となり、役付執行役員および社長が
指名する執行役員からなる経営会議を開催し、重要事項の協議、業務執行に
関する基本的事項および重要事項に係る意思決定を行っており、この経営会
議には常勤監査等委員も出席します。

監査等委員会の役割・機能
　監査等委員会は取締役の職務執行の監査・監督、内部統制システムの運用
状況の確認、会計監査人の評価を行います。
　また、丸運グループサミット会、丸運グループESG推進会議、内部統制会議
などに出席し、常に会社の状況について報告を受けており、自由に意見を述べ
ることができる体制となっています。
　監査等委員である取締役については、社外取締役4名体制となっています。

コーポレート・ガバナンスの体制（2021年10月時点）

［模式図］ コーポレート・ガバナンス体制

選任・解任

モニタリング

経営管理
企業集団の内部統制

選任・解任

会計監査

連携

連携

監査

監査

連携

選任・解任

監査・監督

選任・解任

株　　主　　総　　会

監 査 等 委 員 会

会 計 監 査 人

取 締 役 会

代 表 取 締 役 社 長

経 営 会 議 丸運グループサミット会
内部統制会議

丸運グループ ESG 推進会議
＊各種委員会

情報セキュリティ委員会

業 務 執 行

グ ル ー プ 会 社

監 査 室

　詳細はこちら https://www.maruwn.co.jp/corporate/directors/

�丸運グループ環境委員会
丸運グループ安全委員会�
丸運グループ品質委員会
丸運グループ人権・人財委員会�
丸運グループ社会貢献委員会
丸運グループガバナンス委員会

＊

17MARUWN SUSTAINABILITY REPORT 202116 MARUWN  SUSTAINABILITY REPORT 2021



新型コロナウイルス感染症に関する取り組み

・�2018年発行コンプライアンスハンドブックの 
改訂および発信

・�ハラスメントに関するe-learningと 
コンプライアンスクイズ

・コンプライアンス動画の配信

重点活動

コンプライアンスハンドブック

Compliance Handbook

TOPICS

丸運グループ リスクホットライン 新型コロナウイルス対策
　従業員に対する対策として、主に以下の活動に取り組んでいます。
・ 従業員へのコロナ対策補助金の支給（グループ全体）
・ マスクの配布（拠点およびグループ会社）
・ パーテーション、消毒液などの購入・設置

感染拡大防止策
職場における多様な勤務体系の活用
・ �パソコン、モバイルまたはWeb会議システムなどを利用して自宅で

業務を行う在宅勤務を実施しています。
・ �通常の勤務地とは別の場所にサテライトオフィスを設けて、部室お

よび拠点の所属員を分けて、それぞれの場所で勤務する分散勤務
を実施しています。

時差出勤の活用
・ �不特定多数の人との接触機会となる通勤混雑を避けるために、時

差出勤を実施しています。

出勤前の体調チェック強化
・ �出勤前に自らの体調（検温、症状の有無）をチェックし、発熱、のどの

痛み、咳、倦怠感（強いだるさ）や息苦しさ（呼吸困難）の症状がみら
れたときは、原則として出勤せず、直ちに最寄りの医療機関または
保健所に連絡のうえ、その指示に従うこととしています。

感染予防の徹底
・ �出勤時、食事前、外出時および帰宅時には、必ずうがい・手洗いを

実施するとともに、会議や打ち合わせを行う際には、「換気の悪い
密閉空間」「多数の人が集まる密集場所」「間近で会話や発声をす
る密接場面」の「３つの密」が重ならないように工夫することとして
います。具体的には、こまめに換気を行う、席の間隔を空ける、出席
者全員がマスクやフェイスシールドを着用するなどの対策を実施
しています。

会議、研修および懇親会などの開催について
・ �小規模会議（研修）の開催については、基本的感染対策（３密の回

避、手洗い・消毒の励行、マスク着用など）を徹底したうえで、実開
催も可としますが、極力Web会議システムを利用して開催するこ
と、また、大規模会議（研修）の開催については、Web会議システム
を利用しての開催を行っています。

協賛活動
　社内以外にも、地域社会に対しての関連活動にも取り組んでいます。
・ �認定NPO法人「カタリバ」※への寄付

※コロナ禍のオンライン授業増加で、学習環境が用意できない生活困窮世帯の
子どもたちにパソコンとWi-Fi を無�償で貸し出す活動

・ コロナ禍の小学生を対象にした花火の打ち上げに協賛（町内会主催）

社内報を利用した啓発活動
　社内報の特集記事「コロナ禍を戦い抜く4つのキーワード」において、
社内消毒の際の注意点や消毒方法を紹介し、啓発に努めました。

対策本部の設置
　新型コロナウイルス感染症拡大状況などの変化にタイムリーに対応するため、本社に2020年4月「非常対策本部」を設置し、
速やかな情報収集と対応措置の実施に努めています。

新型コロナウイルス対策基本方針
　丸運グループ全勤務者が、『自分は濃厚接触者にならない（他人からうつらない）』『自分で濃厚接触者をつくらない（他人にう
つさない）』を自覚し、以下の状態を保っています。
• �万が一感染した際、家族以外の濃厚接触者リストを提出できる状態。
• �公私の別なく3密（密閉、密接、密集）の回避や手洗い・消毒の励行、マスク着用への取り組み。

内部統制システムに関する
基本的な考え方およびその整備状況

　丸運グループは、会社法および会社法施行規則などに基づき、業務の適正
性を確保するための内部統制システムの基本方針を定め、かかる体制の下で
会社の業務の適法性・効率性の確保並びにリスクの管理に努めるとともに、環
境の変化に応じて体制の見直しを行い、その改善・充実を図ることとしていま
す。2014年4月25日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針
を一部改正し、「内部統制会議」を設置しています。 内部統制システムの運用
に当たっては、内部統制会議において運用状況の定期的モニタリングを実施
することとしています。
　また、コンプライアンス基本方針およびコンプライアンス基本規則を定め、
企業活動のあらゆる場面において法令遵守はもとより、社会規範並びに企業
倫理に則って誠実に行動することを示すとともにコンプライアンス委員会（現
ガバナンス委員会）を運営しています。そして法令違反やコンプライアンスに
関する事実について取締役・従業員が直接情報提供を行えるよう、丸運グ
ループ全社を対象とした通報制度を設け、運用しています。 
　さらに、2015年6月24日開催の取締役会において、内部統制システムの基
本方針を改定し、内部統制システムの構築および運用については、丸運グルー
プ全体として取り組むことを明示するとともに、監査が実効的に行われる体制
を整備することにより、統制機能を明示しています。

2020年度の取り組み

コンプライアンスに関する方針
丸運グループから法令違反は絶対に起こさないとの信念のもと、従業員一人ひとりが企業活動のあらゆる場面
において法令遵守はもとより社会規範・企業倫理に則って誠実に行動するため、引き続き啓発を中心に取り組
みます

コンプライアンス推進月間

　丸運グループは、コンプライアンス意識向上のために、毎年9月を「コンプラ
イアンス推進月間」とし、丸運グループ全員参加型の活動をしています。
　2020年度は、主に以下の活動に取り組みました。

法的マインド醸成活動

　丸運グループは、他社事例をニュース形式などで紹介する「コンプライア
ンス通信」を毎月配信するとともに、階層別研修の中でコンプライアンスに関
する研修を行うことで、丸運グループ全員の法的マインドの醸成を図っていま
す。

　リスクホットラインは、丸運グループで法令違反やコンプライアンス
違反が発生しているなどのリスク情報を入手した場合に、第三者機関
に報告・相談できる制度です。
　また丸運グループは、コンプライアンス体制をより一層強化し、問題
の早期発見および是正するために、2021年9月7日に「コンプライアン
ス調査会運営要綱」を制定し、「コンプライアンス調査会」を設置しま
した。
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株式情報

発行可能株式総数	 56,000,000株
発行済株式総数	 28,965,449株
株主数	 5,261名

大株主

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）※
ENEOSホールディングス株式会社 11,041 38.12
株式会社佐藤企業 5,163 17.82
佐藤謙一 1,562 5.39
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,240 4.28
丸運グループ従業員持株会 752 2.59
大樹生命保険株式会社 400 1.38
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 388 1.34
MSIP CLIENT SECURITIES 257 0.88
株式会社みずほ銀行 249 0.86
株式会社三井住友銀行 240 0.83

（上位10名）

株式の状況 （2021 年 9 月 30 日現在）

連結子会社
• 北豊運輸（株）
•（株）丸運トランスポート札幌
•（株）丸運ロジスティクス東北
•（株）丸運トランスポート東日本
•（株）日昭丸運

•（株）丸運ロジスティクス関東
•（株）丸運サービス
•（株）丸運ビジネスアソシエイト
•（株）丸運産業
• 静岡石油輸送（株）

•（株）丸運ロジスティクス東海
• 日嶺産業（株）※

•（株）丸運ロジスティクス西日本
•（株）丸運トランスポート西日本
•（株）丸運テクノサポート

株主構成※ 所有者別株式分布状況※

個人・その他
96.37%

金融機関
0.32%

その他国内法人
2.00%

外国人
0.67% 証券会社

0.65%

その他国内法人
61.00%

個人・その他
24.10%

金融機関
11.87%

証券会社
1.01%
外国人
2.02%

決 算 期 3月31日
上場証券取引所 東京証券取引所第一部

会社概要

会社情報  （2021 年 3 月 31 日現在）

•（株）大分丸運
• 丸運国際貨運代理（上海）有限公司
• 丸運物流（天津）有限公司
• 丸運安科迅物流（常州）有限公司
• 近畿オイルサービス（株）
※2021年5月31日付けで解散

会計年度 単位 2016 2017 2018 2019 　2020
売上高 百万円 47,117 49,842 51,409 50,680 47,270
営業利益 百万円 880 1,184 1,276 1,059 661
経常利益 百万円 978 1,312 1,432 1,217 743
親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 572 835 1,285 905 475
減価償却費 百万円 1,489 1,565 1,627 1,897 2,266
設備投資 百万円 1,898 2,596 2,023 2,596 2,254
営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 1,636 2,049 2,525 2,182 2,738
投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 ▲ 1,671 ▲ 1,177 ▲ 1,321 ▲ 3,055 ▲ 2,399
財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 ▲ 602 ▲ 879 ▲ 651 2,116 ▲ 773
現金及び現金同等物の期末残高 百万円 1,550 1,555 2,094 3,301 2,902

会計年度末
純資産 百万円 20,666 21,632 22,446 23,037 23,856
総資産 百万円 37,052 37,573 38,028 40,856 41,055
有利子負債 百万円 5,022 4,325 3,878 6,226 5,714
自己資本比率 ％ 55.6 57.4 58.8 55.6 57.4

経営指標等
1 株当たり配当額 円 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 
EPS（1 株当たり当期純利益） 円 19.82 28.93 44.50 31.35 16.48
BPS（1 株当たり純資産） 円 713.15 746.07 774.07 786.66 815.64
PER（株価収益率） 倍 12.82 11.68 6.56 7.34 17.30
PBR（株価純資産倍率） 倍 0.36 0.45 0.38 0.29 0.35
連結配当性向 ％ 40.4 27.7 18.0 25.5 48.6
EBITDA 百万円 2,467 2,877 3,059 3,114 3,009
D/E レシオ（負債資本倍率） 倍 0.25 0.21 0.18 0.28 0.25
ROA（総資本利益率） ％ 2.6 3.5 3.8 3.0 1.8
ROE（自己資本利益率） ％ 4.8 3.9 5.7 4.0 2.0 

※1：	組織から排出されたCO2排出
量（国内スコープ1およびス
コープ2）

※2：	社会（S）部分は丸運単体の
数値

	 取締役およびパート・アル
バイト社員を除く従業員（当
社外からの受入出向者およ
び当社外への出向者を含む）

（2021年3月31日現在）
※3：	年度内の新卒および中途採

用者数。なお、正規雇用労働
者の中途採用比率は、2018
年度：5％、2019年度：11％、
2020年度：0％

※4：	取締役・執行役員・理事およ
び非正規社員を除く社員

※5：	年度内に休業を開始した
人数

※6：	障がい者雇用納付金制度の
算出方法に基づく数値

5 年間連結財務サマリー

3 年間非財務サマリー

（年度）

（年度）
区分 項目 単位 2018 2019 2020

環境（E） CO2 排出量※ 1 t-CO2 38,060 39,190 38,430 
水使用量 m3 38,378 36,619 38,142 
電気使用量 kWh 6,683,502 6,787,972 6,691,331 
ガス使用量 m3 9,998 9,202 8,829 

社会（S）※ 2 従業員数（丸運グループ） 全体 / 名 2,194 2,286 2,283 

従業員数
全体 / 名 456 453 441 
男性 / 名 407 395 384 
女性 / 名 49 58 57 

平均年齢
全体 / 歳 43.9 43.5 43.8
男性 / 歳 44.9 44.9 45.3
女性 / 歳 35.4 33.6 33.7

勤続年数
全体 / 年 17.6 17.4 17.7
男性 / 年 18.5 18.7 19.0
女性 / 年 9.8 8.7 9.4

新規採用数※ 3
全体 / 名 22 18 15 
男性 / 名 11 9 7 
女性 / 名 11 9 8 

女性管理職数 名 3 4 4
従業員 1 人当たりの総労働時間※ 4 時間 2,352.9 2,294.7 2,263.7 
年次有給休暇取得率※ 4 ％ 50.0 58.9 63.6 

育児休業取得人数※ 5 男性 / 名 0 0 1 
女性 / 名 2 3 1 

介護休業取得人数※ 5 男性 / 名 0 0 0 
女性 / 名 0 0 0 

障がい者雇用率※ 6 ％ 3.23 3.13 2.93 
労働災害発生件数 件 12 14 10 
従業員 1 人当たりの研修費用 円 33,434 30,443 10,212 

ガバナンス（G） 社内 / 社外取締役数　（）内は女性 名 5/4（1） 5/4（1） 5/4（1）
取締役の取締役会出席率 ％ 99 98 100 
内部監査実施回数 回 28 32 19

※小数点第3位以下は切り捨てています。また、自己株式を控除して計算しています。

※自己株式を控除して計算しています。

社 名 株式会社丸運（Maruwn Corporation）
本 社 〒103-0016

東京都中央区日本橋小網町7-2
代 表 者 代表取締役 取締役社長　桑原 豊
創 業 1892年（明治25年）9月21日
設 立 1938年（昭和13年）12月17日
資 本 金 35億5,923万円
従 業 員 数 2,283名（連結）、364名（単体）※

※当社外からの受入出向者および当社外への出向者を除く
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〒 103-0016 東京都中央区日本橋小網町 7-2
TEL：03-6810-9470（構造改革推進部）


